[bookmark: _Hlk134602194]年　　　月　　　日

鹿児島県知事　殿

申請者　所 在 地　〒

名　　称　
代表者名　

令和８年度観光地域高付加価値化促進支援事業補助金応募書

このことについて、令和８年度観光地域高付加価値化促進支援事業に応募したいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

記

１　関係書類
(1) 事業計画書（別記第２号様式）
(2) 収支予算書（別記第３号様式）
(3) 事業実施体制（別紙２）
(4) 団体に関する調書（別紙３）
[bookmark: _Hlk231824399](5) 事業内容が確認できる関係資料（企画書、委託仕様書、見積書の写し等）
(6) 事業実施体制に含まれるＤＭＯ、観光協会、その他観光地域づくりを担う法人・団体が策定した観光振興に関する計画。（当該計画がある場合に限る。）
(7) その他知事が必要と認める書類


第２号様式（第６条関係）

事業計画書
	事業名
	

	実施
主体
	名称
	

	
	上記の構成員
（団体）
	

	
	連絡先
	氏　名
	

	
	
	住　所
	

	
	
	電　話
	

	
	
	E-mail
	

	コアターゲット
	

	事業概要
※目標と達成に向けた取組
	

	地域の現状・課題と
実施計画に至った背景
（分析根拠含む）
	

	事業内容
（スケジュールに沿って記載）
	

	ＤＭＯ、観光協会等の
計画・取組との整合性
（本事業との関連性、事業により期待される効果及び計画目標への貢献等を記載）
	【関連する計画・取組】


	
	

	事業の新規性・先駆性・独自性
（確立を目指す付加価値など他の観光地との差別化）
	

	目標達成に向けた具体的な目標（ＫＰＩ）
	

	
	目標項目
	目標値（本年度）
	実績値
	目標値（　年目）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	次年度以降の取組
	補助金を活用し事業を実施する年を１年目とし、３年目までの取組は必ず記載。４年目以降は、事業を発展させる取組がある場合に記載すること。

	
	２年目
	

	
	３年目
	

	
	４年目以降
	

	備　　考
	


※　事業内容が確認できる資料等を添付してください。

第３号様式（第６条関係）

収支予算書
１　収入
	区分
	内　訳
	金額（円）
	備　考

	県補助金申請額
	
	　　 　               
	

	自己資金
	
	　　 　               
	

	事業収入
	
	　　 　               
	

	その他補助金
	
	　　 　               
	

	その他
	
	　　 　               
	

	合　　計
	　　 　               
	



２　支出
	区分
	内　訳
	税抜金額（円）
	備　考

	報償費
	
	　　 　               
	

	人件費
	
	　　 　               
	

	旅費
	
	　　 　               
	

	需用費
	
	　　 　               
	

	役務費
	
	　　 　               
	

	委託料
	
	　　 　               
	

	使用料等
	
	　　 　               
	

	備品購入費
	
	　　 　               
	

	その他
	
	　　 　               
	

	補助対象経費
	小　計
	　　 　               
	

	
	
	　　 　               
	

	補助対象外経費
	小　計
	　　 　               
	

	合　　計
	　　 　               
	　　　　　


※　全て消費税抜き（小数点以下は切り捨ててください）で計上してください。
　　なお、免税事業者・簡易課税事業者は、税込金額で計上することもできます。
※　積算根拠を添付してください。

３　関係書類
経理用の通帳写し（銀行名、支店名、口座名、口座番号等が確認できるもの）
別紙２

事業実施体制

１　各構成団体の役割
	構成団体名
	主な業務

	
	

	
	電　話：
E-mail：

	
	

	
	電　話：
E-mail：

	
	

	
	電　話：
E-mail：

	
	

	
	電　話：
E-mail：

	
	

	
	電　話：
E-mail：


※　ＤＭＯ又は観光協会等（観光地域づくりを担う法人・団体を含む）の参画を必須とする。
※　申請者以外の構成団体が代表団体、事業実施責任団体又は経理責任団体の役割を担う場合は、その旨を「主な業務」欄に記載してください。（必要に応じて、行を追加・削除してください。）



２　体制図
	


※　各団体の役割や資金の流れが分かるように体制図を作成すること。なお、本様式に代えて任意様式による提出も認める。


別紙３

団体に関する調書

	団体名
	

	団体の所在地
	〒

	代表者名（職・氏名）
	

	設立年月日
	

	団体の目的
	

	団体の種類及び根拠法令
※２
	

	主な活動地域
	

	これまでの活動内容
	

	連絡先
	氏 (し)　名 (めい)
	

	
	電　話
	

	
	E-mail
	

	備　　考
	


※１　複数の団体で構成される場合は、市町村を除き、構成団体ごとに本調書を作成すること。
※２　団体の種類及び根拠法令には、財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律）、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人活動促進法）、株式会社（会社法）などを記入すること。
令和　　年　　月　　日

募集要項等に関する質問票
	質問項目
	

	質問内容
	

	団　体　名
	

	所属・担当
	

	ＴＥＬ
	

	E-mail
	


（観光地域高付加価値化促進支援事業補助金）



